
　（設置）
第�１条　原子燃料サイクル施設、東通原子力発電所及びリサイクル燃料備蓄センター（以下「原
子力施設」という。）周辺における安全確保及び環境保全に資するため、青森県原子力施設環
境放射線等監視評価会議（以下「監視評価会議」という。）を設置する。

　（所管事項）
第２条　監視評価会議は、次に掲げる事項を所管する。
　一　原子力施設に係る環境放射線等のモニタリングに関すること
　二　東通原子力発電所に係る温排水の調査に関すること
　三　原子力施設に係る安全性に関すること
　四　前各号に掲げる事項を所管する上で必要な事項に関すること

　（委員の構成）
第�３条　監視評価会議は、学識経験者等80名以内の委員をもって構成し、会長及び副会長２名を
置く。
２　会長は、知事がこれにあたり、副会長は副知事及び評価委員会の会議の議長がこれにあたる。
３　委員は、次の各号に掲げる者をもって構成する。
　一　学識経験者（専門家）
　二　学識経験者（有識者）
　三　青森県議会議員
　四�　六ケ所村、東通村、むつ市、三沢市、野辺地町、横浜町、東北町及び大間町（以下「関係
市町村」という。）の長

　五　関係市町村議会の長
　六　関係団体の長又はその長が指名する職員
　七　青森県職員
４　委員（会長たる知事を除く。）は、知事が委嘱又は任命する。
５　委員の任期は２年以内とする。
６�　委員が任期の途中で欠けたときは、その後任として委嘱又は任命された委員の任期は、前任
者の残任期間とする。

　（会長及び副会長）
第４条　会長は、会務を総理し、監視評価会議を代表する。
２�　副会長は会長を補佐するとともに、会長に事故があるときは、次の順序によりその職務を代
理する。
　一　副知事である副会長
　二　評価委員会の会議の議長である副会長

　（会議）
第�５条　監視評価会議に評価委員会及び監視委員会を置き、会議は各々の委員会によるもの又は
委員全員によるもの（以下「合同会議」という。）とし、それぞれ必要の都度、会長が招集す

36�　青森県原子力施設環境放射線等監視評価会議
設置要綱

190



る。
２�　評価委員会は、第３条第３項第１号に掲げる委員をもって構成し、第２条に規定する所管事
項に係る専門的・技術的な事項について検討・評価を行うものとする。
３�　監視委員会は、第３条第３項第１号に掲げる委員のうち会長が指名する４名以内の委員及び
第３条第３項第２号から第７号に掲げる委員をもって構成し、評価委員会において検討・評価
した結果に係る確認及び監視評価会議の所管事項全般に係る提言等を行うものとする。
４�　評価委員会の会議の議長及び副議長２名は、同委員会の委員の互選によってこれを定めるこ
ととし、監視委員会の会議及び合同会議の議長は、会長がこれに当たる。

　（運営等に関する事項）
第�６条　この要綱に定めるもののほか、監視評価会議の運営等に関して必要な事項については、
会長が定める。

　（事務局）
第�７条　監視評価会議の事務（評価委員会の開催に関する事務を除く）は、青森県危機管理局原
子力安全対策課において処理し、評価委員会の開催に関する事務は、青森県原子力センターに
おいて処理する。

　附則（平成31年３月６日）
　この要綱は、平成31年４月１日から施行する。
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